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研究成果の概要（和文）： 
本研究は、雪国に建つ建築物を対象に、稀に起きる豪雪による被害と毎年のように繰り返し

起きる日常的な雪の問題の二つを合わせて「建築物の雪害によるリスク」と捉え、雪害の発生
確率と発生による損失を統計データの分析から定量化することにより、建築物の雪害によるリ
スクの評価手法を提案し、これまで検討されていない雪害リスクマネジメントを体系化するこ
とを目的とする。研究では、アンケート調査により豪雪地帯で起きている雪害内容を把握した。
特に北海道では、敷地内の雪の問題、吹雪による問題が大きなリスク要因となっていることが
明らかになった。雪害のリスクを評価する手法として、多変量解析に基づく雪害発生の判別、
損失期待値に基づくリスク評価法を検討し、雪害リスクマネジメントのフローを提案した。 
 
研究成果の概要（英文）： 
 The author defines snow problem as snow risk on building at an annual event and a rare 
disaster with snowfalls. The aim of this study is to systematize snow risk management 
composed of a risk evaluation by using the quantification snow risk based on the 
probability of snow damage on the buildings. In this study, characteristics of snow 
problems in heavy snowfall regions were obtained by a questionnaire survey. Especially, in 
Hokkaido, snow problems on the ground and caused by drifting snow could be a great risk 
of the building. Discriminant analysis for causing snow damage was examined and the risk 
evaluation by using loss expectation also was conducted. The flow diagram of snow risk 
management for a building has been proposed. 
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１．研究の背景と目的 

（１）研究の背景 

平成 17 年から 18 年にかけて、日本各地は

記録的な豪雪に見舞われ、豪雪による死者が

151 名、建物被害は 6975 棟におよび、甚大

な被害を雪国にもたらした(平成 18 年豪雪)。

国内では、このような豪雪がたびたび発生し

(昭和 38、52、56、59 年)、その都度、社会

的に大きな損失をもたらしている。 

図 1-1 に示すように、雪害は他の自然災害

と異なる特徴を持つ。日本国土の半分以上を

占める雪国(広域性)では毎年必ず降雪があり

(周期性)、数ヶ月に渡り雪に覆われるため(継

続性)、雪による建築物の被害は豪雪時のみな

らず日常的に発生している。例を挙げると、

季節風を伴う降雪による建物周囲や屋根上の

雪の吹きだまりは居住者の事故発生や建物損

傷の遠因となり、除雪負担の増加に繋がる（写

真 1-1）。また屋根の雪庇や落雪による事故は

毎年繰り返し起きている（写真 1-2）。 

このように建築物の雪害によるリスクは、

地震災害などと異なり、稀に大きなダメージ

の被害が発生するのではなく、毎年繰り返し

起きるインパクトの小さいリスクと豪雪など

稀におこるインパクトの大きいリスクの両方

から成り立っていることが大きな特徴である。

建築物の雪害のリスク評価や被害の軽減にあ

たっては、これまでの自然災害研究と異なる

取り組みが必要とされる。 

 

 

 

写真 1-1 建物周囲の吹きだまり 

 

 

写真 1-2 屋根上の雪庇 

 

（２）国内外の研究動向と研究の新規性 

建築物のリスク評価の研究については，阪

神大震災を契機に建築物の地震リスク評価と

リスク対応に関する研究が進み，これらは地

震リスクマネジメントとして体系づけられて

いる 1-1~1-3)。また，リスク評価を基に建築物

のライフサイクルコスト(LCC)の視点から，

被害範囲：狭い 

周   期：数十年以上 

継続時間：短い 

被害規模：中～大 

図 1-1 建築物に被害をもたらす自然災害の比較 
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維持管理や損傷に係る損益を評価し，リスク

対策の選定や実施の判断を選択する社会的傾

向にある 1-4)。更には経済学的視点から，自然

災害に対するリスク評価に関する研究も行わ

れている例えば 1-5)。 

既往研究例を見ると、国内では、苫米地ら

(1993)1-6)が北海道を対象に豪雪によるライ

フラインや都市機能の広域的被害を対象とし

た分析を行い、Numano(2007)1-7) が過去の豪

雪災害の特徴を地域社会との関連から分析し

ている。梅村ら(1990)1-8)は地方都市を対象に

積雪による損害金額の算出を検討している。 

人身雪害については、沼野(1993)1-9)、細川ら

(1999)1-10)、上村(2003)1-11)が新聞記事や統計

資料から人身雪害のリスク分析を行っている。 

屋根雪に関する研究では、雪荷重評価の観点

から苫米地ら(1986)1-12)、高橋ら(2004)1-13)を

はじめとする数多くの研究例がある。落雪に

関しては小竹ら(2001)1-14)、高倉ら(2005)1-15)

などの研究がある。 

一方で、日常的な雪害を対象とした研究例は

非常に少なく、沼野(1987)1-16)、野口(1999)1-17)、

大垣(2002)1-18)による事例分析など僅かであ

る。 

諸外国の研究動向をみると Freitas(1975) 
1-19)、Changnon (2005)1-20)が豪雪による都市

の社会的損失の分析を行っているほかは、雪

荷重評価 1-21),1-22)を対象とした研究が主であ

り、日常的な雪害のリスク評価に関する研究

は行われていない。 

以上、関連する既往研究は個別の事象を対

象とした研究が中心であり、本研究の遂行上、

参考となる手法を示しているものの、本研究

で目的とする豪雪時、平常時の雪害を包含し

たリスク評価を行い、それらを建築計画で活

用するために必要な「建築物の雪害リスクマ

ネジメント」に関する研究は、未だ行われて

いない。 

（３）研究の目的 

本研究は、雪国に建つ建築物を対象に、稀

に起きる豪雪による被害と毎年のように繰り

返し起きる日常的な雪の問題の二つを合わせ

て「建築物の雪害によるリスク」と捉え、そ

れぞれの発生確率と発生による損失を統計デ

ータの分析から定量化することにより、建築

物の雪害によるリスクの評価手法を提案し、

これまで検討されていない雪害リスクマネジ

メントを構築することを目的とする(図 1-2、

1-3)。 

本研究の具体的成果として、「建築物の雪害

リスクマネジメント」の体系化、評価指標の

明示が挙げられる。これらは、雪国の建築計

画における雪対策の選定の際に活用できる。

具体的に述べると、民間建築物では、建築計

画に係る技術者が雪国で建つ建築物の雪害に

よるリスクを評価し、雪対策を提案すること

により、建物所有者がどのような雪対策を実

施すべきか費用効率の観点から選定すること

が可能になる。公共建築物では、雪害リスク

評価により、雪害による損失が明示され、対

応策による費用便益効果も算定可能となる。

さらに建築物のライフサイクルコスト(LCC)

の観点から、雪害リスク評価を行うことによ

り、費用効率の観点から雪対策の検討が可能

になる。行政機関の職員が施設整備事業に際

し、雪害リスク評価と雪対策の費用便益を考

慮することにより、施設の重要度に応じた予

算の配分や施設の維持管理計画の立案などが

行えるなど、政策的判断材料となる。 

「建築物の雪害リスクマネジメント」を活用

することにより、雪害によるリスクを効率的

に管理することが可能になり、雪国における

良質な建築ストックの形成や社会の安全性に

繋がり、雪国における建築物の雪害による被

害が軽減され、雪国に住む一般市民の安全・

安心な生活の実現に大きく寄与できる。 



 

 

 

 
図 1-2  ISO13824 によるリスクマネジメン

トの流れ 1-23),1-24) 

 

 
図 1-3 雪害リスクマネジメントの概念 
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２．研究の方法 

本研究における検討項目は以下の 4 項目で

ある（図 2-1）。①雪害発生状況の把握では、

アンケート調査により、北海道を含む豪雪地

帯における雪害発生状況を把握する。②雪害

発生の要因分析では、調査結果と各種統計資

料を用いて、雪害発生に影響を与える要因を

分析する。③雪害リスク評価手法の検討では、

①と②の検討結果を基に雪害のリスク評価に

ついて各種統計解析により検討する。最後に

これらの検討結果を踏まえ、雪害リスクマネ

ジメントの検討フローの提案を行う。 

 

 
図 2-1 研究項目および研究フロー 

 

３．雪害発生状況の把握と要因分析 

 本項では、雪害リスクマネジメントの検討

に先立ち、北海道を含む豪雪地帯の雪害発生

状況の把握をアンケート調査により行う。ま

た、過去に実施した北海道の公営住宅担当者

に対するアンケート調査結果を再精査するこ

とにより、北海道の建築物における雪害発生

に関して詳細分析を行う。 

 

（１）豪雪地帯市町村のアンケート調査 

１）調査概要 

日本は国土の約 1/2 が豪雪地帯、約 1/5 が

特別豪雪地帯に指定されている。豪雪地帯と

は、「累年積雪深積算値が 5000cm 日以上」、

すなわち毎日の積雪量の 30 年以上の平均値

の一冬の累計が 5000cm 以上ある地域のこと

である。また、特別豪雪地帯とは、豪雪地帯

のうち積雪の度合いが特に高く、かつ、積雪

により長期間自動車の交通が途絶するなどに

より、住民の生活に著しい支障を生ずる地域

のことである。この豪雪・特別豪雪地帯では

日本全体の人口の約 16％もの人々が生活を

している。 

全国の豪雪および特別豪雪地帯に指定され

①雪害発生状況の把握 

②雪害発生の要因分析 

③雪害リスク評価手法の検討 

④雪害リスクマネジメントの提案 



 

 

ている24道府県542市町村を対象にアンケー

ト調査を行った。回答者は該当する地域の市

役所、町役場などの雪対策を担当もしくは豪

雪地帯対策特別処置法を所管している部署で

ある。次章では、アンケートの回答があった

市町村を対象に気象条件や社会条件との関係

を調べ、近年起きた豪雪災害の例から問題点

を整理する。 

 

２）アンケートの内容 

 アンケートの質問一覧を表 3-1 に示す。質

問 1 において過去に大雪・豪雪に見舞われた

ことがあると答えた市町村は質問 2 から質問

12 を全て回答し、質問 1 において過去に大

雪・豪雪に見舞われたことが無いもしくはわ

からないと答えた市町村は質問 8から質問 12

を回答するようにした。質問 2、質問 4、質問

5 では当てはまる選択肢全てに○印を付け、

さらに特に問題となった上位 3 つまでを記入

した。質問 9～質問 11 はとくに重要視する項

目 5 つまでを選択可とした。質問 12 では特に

必要と考える項目を 3 つまで選択可とした。 

 本項では、建築物に係る質問 11 について集

計結果を示し分析を行う。 

 

３）調査分析対象の概要 

 各道府県の豪雪地帯市町村数および回答し

た市町村数の一覧を表 3-2 に示す。アンケー

ト回答を依頼した 542 市町村のうち、64％を

超える 349 市町村から回答があった。アンケ

ートの分析は地域ごとに行った。気象データ

および社会データの各項目に該当する市町村

数を表 3-3 に示す。なお、表中の数値は回答

数のうち各項目に該当する市町村数である。

気象データは過去 30 年の 12 月~3 月までの

平年値を採用した。 

 

 

 

 

 

質問内容

質問1. あなたのまちは過去に大雪・豪雪に見舞われたことがありますか？

質問2. 過去に大雪・豪雪となった時に道路交通に関してどのような問題が発生しましたか？

質問3. 過去に大雪・豪雪となった時に道路交通の確保に関してどのような対策が有効でしたか？

質問4. 過去に大雪・豪雪となった時に住民生活に関してどのような問題が発生しましたか？

質問5. 過去に大雪・豪雪となった時に住宅など建物に関してどのような問題が発生しましたか？

質問6. 過去に大雪・豪雪となった時に高齢者・障害者世帯に対しどのような対応をしましたか？

質問7. 高齢者・障害者世帯への対応に関してどのような点で苦労なされましたか？

質問8. 貴市町村において総合的な雪対策計画は策定されていますか？

質問9. 貴市町村において道路の雪対策に関して重要と位置付けている項目は何ですか？

質問10. 貴市町村において高齢者など除雪弱者の対策に関して重要と位置付けている項目は何で
すか？

質問11. 貴市町村において建築物の雪対策に関して重要と位置付けている項目は何ですか？

質問12. 平成18年豪雪など豪雪災害による各種被害を軽減するためにどのような「施策」，「情報整
備」，「技術開発」が必要と考えますか？

表 3-1 アンケート調査項目 



 

 

 
 
４）アンケート調査結果 

①豪雪経験の有無 

大雪・豪雪の経験の有無を図 3-1 に示す。

80%を超える市町村で豪雪の経験がある。注

目すべき点は、その範囲が広く南の中国地方

の市町村も大雪の経験があると答えている点

である。これは、毎年のようにかなりの降積

雪量のある地域では、その降積雪量に対応し

た社会基盤整備が施されているため「ない」

と答え、降積雪量が少ない地域では社会基盤

整備が不足しているために、例年よりも少し

多く降っただけで大雪・豪雪と感じていると

考える。各地域によって雪に対する考え方が

異なっていると言える。また、豪雪地帯およ

び特別豪雪地帯は 1962 年に豪雪地帯対策特

別処置法が制定されて以来一度も改正されて

いないことから、現在の気象状況に合わなく

なってきたことも一因と考えられる。 

②総合的な雪対策 

総合的な雪対策計画の策定予定が無い市町

村数および大雪・豪雪の経験がある市町村数

の道府県分布を図 3-2 に示す。約 60％もの市

町村が策定の予定は無い。策定済み、改訂を

検討中、策定を検討中の 3 つを合わせても約

40％と半分にも満たない。策定予定が無いと

答えた市町村のうち、豪雪の経験があると答

えた市町村は約 80％にもなる。大雪・豪雪の

経験があるにも関わらず、総合的な雪対策計

画の策定予定が無い理由としては、対策計画

を策定しても実行するための費用や人手が不

足している、過去の経験があるからこそ総合

的な対策は必要が無いといった例が挙げられ

る。したがって、雪対策の策定には実際に発

生している現象に加え、各市町村の社会形態

や財政状況が影響していると思われる。 

 

③住宅など建築物に関して発生した問題 

 住宅など建築物に関して発生した問題を図

3-3 に示す。特に問題となった項目上位は除

排雪の問題である。特に敷地うちの除雪の負

担と屋根の雪下ろしの負担が大きいとの回答

が多かった。全体でみると機能障害の割合も

大きく、特に敷地うちの堆雪スペースの不足

や排雪する費用の負担の多さが目立った。 

 建築物に関する雪問題のうち特に問題とな

った項目の優先順位別市町村分布を図 3-4 に

示す。いずれの順位においても地上積雪に関

する問題および屋根雪に関する問題が多く選

択されている。1 位から 3 位まで順位が下が

るほどに大きな変化は見られず、1 つの市町

村につき発生する問題は同じカテゴリー内に

含まれることが多い傾向があった。特に屋根

雪に関する問題については、本州の山間部に

集中しており、屋根の雪下ろしの負担および

雪下ろし中の人身事故が特に多いため、積雪

量が多く雪下ろしが習慣となっている地域に

表 3-2 市町村数及び回答数 

地域 県名
豪雪地帯
市町村数

回答数 割合(％)

北海道 北海道 180 126 70.0

東北

青森 40 30 75.0
岩手 35 22 62.9
宮城 8 3 37.5
秋田 25 21 84.0
山形 35 19 54.3
福島 20 12 60.0

関東
甲信越

栃木 3 3 100.0
群馬 15 9 60.0
新潟 31 21 67.7
山梨 2 2 100.0
長野 22 12 54.5
岐阜 10 7 70.0
静岡 2 1 50.0

北陸

富山 15 11 73.3
石川 19 13 68.4
福井 17 10 58.8

近畿

滋賀 7 3 42.9
京都 8 4 50.0
兵庫 7 5 71.4

中国

鳥取 19 4 21.1
島根 8 6 75.0
岡山 8 5 62.5
広島 6 0 0.0

合計 542 349 64.4



 

 

多くの問題が発生すると考える。一方北海道

では、屋根雪に関する問題はそれほど上位の

問題となっていない。住宅の敷地面積が広め

で人口密度が小さいため問題が顕在化しない

と考える。これに対し、北海道では地上での

積雪に関する問題およびその他の項目に関す

る問題が多く発生しており、他の地域に比べ

て敷地内の除雪の負担および排雪する費用の

負担が大きいと考える。次に、物損に関する

問題の分布をみると、北海道の道東地方や北

陸地方の山間部に確認でき、短期間に多量の

降雪が発生する地域に集中している。3 位の

分布においても、山間部の多雪地域に集中し

ており、物損に関する雪害は、降雪強度が大

きく影響していると考えられる。 

平均気温別の雪害発生市町村数を図 3-5、

最深積雪深別の雪害発生市町村数を図 3-6、

平均風速別の市町村数を図 3-7、可住地人口

密度別の市町村数を図 3-8、高齢化率別の市

町村数を図 3-9 に示す。平均気温が高く積雪

量の多い地域では融雪設備が機能しなかった。

また、積雪量の多い地域では物損の発生割合

が多い。中でも、暖房などの設備の破損が多

い。平均風速の早い地域では、吹きだまりや

雪庇が問題となっている。機能障害のカテゴ

リーでは建物使い勝手が悪化した割合が多く

なっており、吹きだまりによる影響も考えら

れる。人口密度の高い地域では、敷地内の堆

雪スペース不足が問題となっており、人口密

度の低い地域では建物の破損が目立つ。積雪

量による要因の他、過疎地域では空き家が多

くあり、それらの建物が破損したと考えられ

る。これらより、建築物および敷地内に関す

る対策が必要だと思われる。 

建築物における雪害と平均気温の関係を図

3-10 に示す。北海道の場合をみると、バラツ

キが大きいが気温の低下に伴い回答数が増加

する関係がみられる。東北地方および甲信越

地方をみると、0℃付近に雪害発生数が多い

市町村が集中しており、毎年の降雪状況に変

動があり、雪対策を本格的に実施するか否か

の判断が難しい地域と考えられる。こうした

傾向は中国地方でも確認できる。このような

状況をみると、建築物に関する雪問題は、平

均気温が 0℃付近の毎年の降積雪状況に変動

があり、雪対策の実施が曖昧になりがちな場

合に発生していると考えられる。 

建築物における雪害と平均気温、風速との

関係を図 3-11 に示す。いずれの地域も平均気

温が高くなるにつれて、風速が速くなる傾向

がある。前述のように、平均気温が 0℃付近

に雪害発生数が多い地域が集中しており、雪

対策の実施が曖昧になりがちな地域に多く問

題が発生していると考える。このような地域

は風速が 2m/s 付近の地域である。建築物に

おける雪害と日最大積雪深の変動係数を図

3-12 に示す。変動係数が大きいほど雪害発生

数が減少する傾向がある。毎年のようにある

一定量の積雪がある地域は十分に対策がなさ

れていると考える。 

 建築物における雪害と人口、高齢化率との

関係を図 3-13、人口、財政力指数の関係を図

3-14 に示す。過疎と予想される地域では雪害

発生数が多く、雪問題も多く発生していると

考えられる。また、問題が多く発生している

地域は北海道や東北、甲信越などであり、積

雪量が多いと予想される地域である。 



 

 

 

地域

北海道 東北
関東

甲信越
北陸 近畿 中国 全国

平
均
気
温(℃

)

ｔ＜-5 39 0 0 0 0 0 39

-5≦ｔ＜0 70 26 6 0 0 0 102

0≦ｔ＜5 6 79 32 27 11 9 164

5≦ｔ 0 2 17 7 1 6 33

最
大
積
雪
深(cm

)

ｘ＜50 38 78 30 28 12 14 200

50≦ｘ＜100 73 21 10 6 0 1 111

100≦ｘ＜150 11 4 5 0 0 0 20

150≦ｘ＜200 4 1 10 0 0 0 15

200≦ｘ 0 3 0 0 0 0 3

平
均
風
速(m

/s)

0≦ｖ＜2 45 42 31 9 7 9 143

2≦ｖ＜4 63 48 22 15 5 4 157

4≦ｖ＜6 16 15 0 10 0 2 43

6≦ｖ 2 2 2 0 0 0 6

可
住
地
人
口
密
度

(

1k

㎡
当
た
り
，
人)

ｘ＜100 71 4 4 0 0 0 79

100≦ｘ＜200 28 29 4 2 0 1 64

200≦ｘ＜300 7 20 2 2 0 2 33

300≦ｘ＜400 3 19 15 6 1 4 48

400≦ｘ＜500 5 10 8 4 4 3 34

500≦ｘ＜1000 5 19 16 17 7 4 68

1000≦ｘ 7 6 6 3 0 1 23

高
齢
化
率(

％)

ｘ＜10 0 0 0 0 0 0 0

10≦ｘ＜20 8 8 5 4 0 0 25

20≦ｘ＜30 71 69 37 24 8 8 217

30≦ｘ＜40 47 27 10 6 4 7 101

40≦ｘ＜50 0 3 3 0 0 0 6

50≦ｘ 0 0 0 0 0 0 0

表 3-3 地域別気象条件および社会条件 
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図 3-1 豪雪経験の有無 
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総合的な雪対策計画

1.既に策定済み
2.策定済みであるが改訂を検討している
3.未だ策定済みではないが，現在，検討中である
4.今のところ策定の予定はない

図 3-2 総合的な雪対策計画 
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除排雪 人身事故 物損 機能障害

図 3-3 住宅など建築物に関して発生した問題 



 

 

1位

2位

3位

図 3-4 建築物に関する問題の優先順位別市町村分布 



 

 

発 生 状 況

除排雪 人身事故 物損 機能障害

北
海
道

東
北

関
東
・甲
信
越

北
陸

近
畿

中
国

全
国

【凡例】
＜軸＞ 横軸＝平均気温(℃)：1.ｔ＜-5 2.-5≦ｔ＜0 3.0≦ｔ＜5 4.5≦ｔ ， 縦軸＝市町村数
＜データ系列＞

発生状況：1.雪の吹きだまりが問題となった 2.屋根の雪庇が問題となった
3.敷地内の除雪の負担が大きかった 4.屋根の雪下ろしの負担が大きかった

人身事故：5.雪下ろし中に人身事故が発生した 6.除雪中に人身事故が発生した 7.落雪により人身事故が発生した
物 損 ：8.雪の重みで建物が倒壊した 9.雪により建物の一部が破損した 10.暖房・換気など設備機器が破損した
機能障害：11.雪により建物の使い勝手が悪化した 12.敷地内の堆積スペースが不足した

13.排雪する費用の負担が大きかった 14.融雪設備が機能しなかった
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図 3-5 平均気温別の雪害発生市町村数 
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発 生 状 況

除排雪 人身事故 物損 機能障害

北
海
道

東
北

関
東
・甲
信
越

北
陸

近
畿

中
国

全
国

【凡例】
＜軸＞ 横軸＝最大積雪深(cm)：1.x＜50 2.50≦x＜100 3.100≦x＜150 4.150≦x＜200 5.200≦x ， 縦軸＝市町村数
＜データ系列＞
発生状況：1.雪の吹きだまりが問題となった 2.屋根の雪庇が問題となった

3.敷地内の除雪の負担が大きかった 4.屋根の雪下ろしの負担が大きかった
人身事故：5.雪下ろし中に人身事故が発生した 6.除雪中に人身事故が発生した 7.落雪により人身事故が発生した
物 損 ：8.雪の重みで建物が倒壊した 9.雪により建物の一部が破損した 10.暖房・換気など設備機器が破損した
機能障害：11.雪により建物の使い勝手が悪化した 12.敷地内の堆積スペースが不足した

13.排雪する費用の負担が大きかった 14.融雪設備が機能しなかった

図 3-6 最深積雪深別の雪害発生市町村数 
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発 生 状 況

除排雪 人身事故 物損 機能障害

北
海
道

東
北

関
東
・甲
信
越

北
陸

近
畿

中
国

全
国

【凡例】
＜軸＞ 横軸＝平均風速(m/s)：1.0≦v＜2 2.2≦v＜4 3.4≦v＜6 4.6≦v ， 縦軸＝市町村数
＜データ系列＞

発生状況：1.雪の吹きだまりが問題となった 2.屋根の雪庇が問題となった
3.敷地内の除雪の負担が大きかった 4.屋根の雪下ろしの負担が大きかった

人身事故：5.雪下ろし中に人身事故が発生した 6.除雪中に人身事故が発生した 7.落雪により人身事故が発生した
物 損 ：8.雪の重みで建物が倒壊した 9.雪により建物の一部が破損した 10.暖房・換気など設備機器が破損した
機能障害：11.雪により建物の使い勝手が悪化した 12.敷地内の堆積スペースが不足した

13.排雪する費用の負担が大きかった 14.融雪設備が機能しなかった

図 3-7 平均風速別の雪害発生市町村数 
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【凡例】
＜軸＞ 横軸＝可住地人口密度(1k㎡あたり，人)：1.x＜100 2.100≦x＜200 3.200≦x＜300 4.300≦x＜400 5.400≦x＜500

6.500≦x＜1000 7.1000≦x， 縦軸＝市町村数
＜データ系列＞発生状況：1.雪の吹きだまりが問題となった 2.屋根の雪庇が問題となった

3.敷地内の除雪の負担が大きかった 4.屋根の雪下ろしの負担が大きかった
人身事故：5.雪下ろし中に人身事故が発生した 6.除雪中に人身事故が発生した 7.落雪により人身事故が発生した
物 損 ：8.雪の重みで建物が倒壊した 9.雪により建物の一部が破損した 10.暖房・換気など設備機器が破損した
機能障害：11.雪により建物の使い勝手が悪化した 12.敷地内の堆積スペースが不足した

13.排雪する費用の負担が大きかった 14.融雪設備が機能しなかった
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図 3-8 可住地人口密度別の雪害発生市町村数 
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【凡例】
＜軸＞ 横軸＝高齢化率(％)：1.10≦x＜20 2.20≦x＜30 3.30≦x＜40 4.40≦x＜50 ， 縦軸＝市町村数
＜データ系列＞
発生状況：1.雪の吹きだまりが問題となった 2.屋根の雪庇が問題となった

3.敷地内の除雪の負担が大きかった 4.屋根の雪下ろしの負担が大きかった
人身事故：5.雪下ろし中に人身事故が発生した 6.除雪中に人身事故が発生した 7.落雪により人身事故が発生した
物 損 ：8.雪の重みで建物が倒壊した 9.雪により建物の一部が破損した 10.暖房・換気など設備機器が破損した
機能障害：11.雪により建物の使い勝手が悪化した 12.敷地内の堆積スペースが不足した

13.排雪する費用の負担が大きかった 14.融雪設備が機能しなかった

図 3-9 高齢化率別の雪害発生市町村数 
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図 3-10 建築物における雪害と平均気温の関係 
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図 3-11 建築物における雪害と平均気温，風速の関係 
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図 3-12 建築物における雪害と日最大積雪深の変動係数の関係 
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図 3-13 建築物における雪害と人口・高齢化率との関係 
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図 3-14 建築物における雪害と人口，財政力指数の関係 



 

 

（２）北海道における雪害発生状況と要因 

１）分析対象 

ここでは、北海道における雪害に関するア

ンケート調査結果の分析を行い、北海道の建

築物における雪害発生状況を把握することを

目的としている。分析に用いた資料は、寒地

住宅都市研究所(当時)がまとめた道内全市町

村を対象とした公営住宅の雪の問題に関する

調査資料 3-3)である。調査は、2001 年 1 月に

調査票の郵送配布・郵送回収により行われ、

212 市町村(当時)に配付し、204 市町村から回

答が得られている(回収率 96%)。 

分析の対象とした調査票の回収率は 96％

(204/212)と極めて高く、調査結果は全道的な

傾向を十分に示していると考える。調査票で

は、建築計画上の雪の問題(建物配置、スペー

スなどに関する項目)、建築構造上の雪の問題

(屋根雪、建物破損や安全性に関する項目)、

北海道特有の吹雪の問題について尋ねている。 

ここでは、本研究における論点を明確にす

るために、(1)建物周囲の雪問題、(2)吹雪によ

る雪問題、(3)屋根雪による雪問題の 3 つの雪

問題を中心に本研究で検討すべき課題を論じ

る。各項目について数量的な分析と共に、気

象条件との関係、建設年代との関連について

分析および考察を行う。本分析結果から、次

章で検討を行う「雪害リスク評価手法」を構

築するための基礎資料とした。 

 
２）建物周囲の雪害 

図 3-15 に建物周囲の雪による問題の発生

状況を示す。最も多い回答は敷地内の除排雪

作業に伴う｢堆雪スペースの不足｣であり、発

生割合は 65％(132/204)である(写真 3-1)。次

い で ，「 積 雪 に よ る 歩 行 の 支 障 ｣

41%(83/204)(写真 3-2)，「落雪スペースの不

足｣28％(58/204)である。｢積雪による開口部

破損｣，「積雪による外構部材の破損｣は約

20％の市町村で発生している。建物周囲での

雪の問題は，雪処理のためのスペース不足に

関する項目が多く，次いで積雪による問題で

ある。 

 

 
写真 3-1 堆雪スペースが不足している団地 
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図 3-15 建物周囲における雪問題の発生状況(有効回答市町村数：204，複数回答) 



 

 

 
写真 3-2 積雪により使用困難なスロープ 

 
3）吹雪による雪問題 

図 3-16 に吹雪による雪問題の発生状況を

示す。最も多く発生している吹雪による問題

は、｢通路・開口部への雪の吹き込み(写真

3-3)｣の 40％(81/204)である。次いで、｢開口

部前の吹きだまり (写真 3-4)｣35％(71/204)、

｢敷地内の地吹雪発生｣19％(38/204)、｢設備機

器への雪の吹き込み｣16％(33/204)である。前

項でも述べたように寒冷で乾雪地域の北海道

は吹雪が発生しやすいため、建物各部におい

て雪の吹き込みによる問題が多く発生してい

る。また「吹きだまり」よる問題発生の割合

も比較的高い。 

 

 

 
写真 3-3 開放型廊下における雪の吹き込み 

 

 
写真 3-4 開口部前の吹きだまり 

 
4)吹雪による雪問題と地表面粗度との関連 

 一般に建築物は建物が密集する市街地や建

物の少ない郊外など様々な立地場所に建設さ

れる。吹雪発生の原因となる風の性状は建物

など地表面の障害物の状況により異なる。こ
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図 3-16 吹雪による雪問題の発生状況 (有効回答市町村数：204，複数回答) 



 

 

のため、建物が密集している市街地内の建築

物と郊外に建つ建築物とでは、吹雪による雪

問題の状況が異なることが予想される。本項

では、吹雪による雪問題の発生状況と地表面

の状況を表す指標である地表面粗度との関連

について調べる。 

日本建築学会荷重指針によれば 3-4)、地表面

粗度はⅠ～Ⅴ(滑～粗)の五段階に区分され、

Ⅰは海面などのほとんど障害物の無い地域、

Ⅱは田園地帯、Ⅲは低層建築物が多数存在す

る地域(写真 3-5)、Ⅳは中層建築物が主となる

市街地、Ⅴは高層建築物が密集する地域であ

る。同指針に基づき、北海道の全市町村につ

いて建築面積率(対象となる地域の面積に対

する建築物の建築面積の総和の割合)により

地表面粗度の区分を行ったところ(図 3-17)3-5)、

粗度区分Ⅱ以下(建築面積率 10%以下)に該当

するものが全体の約 84%(176//212)を占め、

粗度区分Ⅲ以上(建築面積率 10%以上)は約

16%（36/212）である。北海道では、建築面

積率 5%以下の地表面の障害物が極めて少な

い市町村が全体の 67%(141/212)を占める。一

方、建築面積率 20%以上の建物が密集する都

市は 4%(8/212)と少数である。 

 吹雪による雪問題が発生した市町村を地表

面粗度により区分すると、「通路・開口部への

吹き込み(n=82)」については、粗度区分Ⅱ以

下の市町村が約 82%(67/82)、粗度区分Ⅲ以上

は約 18%(15/82)と、全市町村の構成割合に比

べ粗度区分Ⅲ以上の割合が若干ではあるが上

昇している。「開口部前の吹きだまり(n=73)」

については、粗度区分Ⅱ以下が約 84%(61/73)、

粗度区分Ⅲ以上が約 16%(12/73)と全市町村

の構成割合とほぼ等しい。 

以上の結果から、吹雪による雪の問題は、

地表面の障害物が少ない粗度区分Ⅱ以下の地

域のみならず、建物が密集している粗度区分

Ⅲ以上の地域においても発生している。粗度

区分Ⅱ以下の地域であれば、空地が多く吹雪

が発達するための吹走距離が十分あると予想

されるが、粗度区分Ⅲ以上の地域では、吹走

距離は必ずしも十分では無いと考える。 

地表面粗度が吹雪の発生と大きく関連する

風の性状に及ぼす影響をみると、地表面粗度

は、風の減衰と共に風の変動を特徴づける「風

の乱れ強さ」にも大きく作用し、粗度が増す

につれ「風の乱れ強さ」は大きくなる 3-6)。「風

の乱れ強さ」は物体周りの流れの特性にも影
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図 3-17 吹雪による雪害発生と建築面積率による地表面粗度区分との関係 



 

 

響するが 3-7)、小林 3-8)は、建物を対象とした

屋外観測から、建物附近の風の乱流と雪の吹

きだまり発生には関係性があることを指摘し

ている。乱流の重要な特徴として物質の輸送

と拡散性に寄与することが知られており 3-9)、

雪粒子の輸送にも大きく関わっていると考え

る。すなわち、地表面粗度が大きい地域で、

吹雪による雪問題が発生している状況にある

が、「風の乱れ強さ」がこれらに影響している

と推察される。 

 

 
写真 3-5 地表面粗度区分Ⅲの地域の例 

 
5)屋根雪による雪問題 

図 3-18 に屋根雪による雪問題の発生状況

を示す。屋根雪による問題は大きく分けて「落

氷雪に関する屋根雪の問題」と雪庇や吹きだ

まりなど「吹雪による屋根雪の問題」に大別

される。最も多い回答は｢雪庇の発生(写真

3-6)｣38％(78/204)である。次いで、｢落雪障

害による氷堤｣30%(61/204)、｢落氷雪による

建物等の破損(写真 3-7)｣25%(52/204)、「落氷

雪による歩行の妨げ」23%(46/204)である。

「吹きだまりによる偏荷重」は 10%(21/204)

である。 

 
写真 3-6 屋根上の雪庇 

 

 
写真 3-7 屋根からの落氷雪 
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図 3-18 屋根雪による雪問題の発生状況(有効回答市町村数：204，複数回答) 



 

 

図 3-19 は雪庇の発生に関する 1、2 月平均

風速と平均月降雪量の関係である 3-1）。図3-19

によれば、雪庇による問題が発生していると

回答した市町村は、1、2 月平均月降雪量が

200cm 以上の市町村が多い。一方、降雪量が

100cm 以下の市町村では、殆ど発生していな

い。降雪量が 100～200cm の範囲では、雪庇

による問題がある市町村と無い市町村が混在

しているが、月平均風速 3m/s 以上の市町村

に限ると、問題があると回答した市町村が多

い。雪庇による問題が強く懸念される市町村

の気象条件を整理すると、1、2 月の月平均風

速が 3m/s 以上で、月降雪量が 100cn を超え

ること、月平均風速が 2m/s 以上で、月降雪

量が 250cm 以上の範囲が目安となる。 
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４.雪害発生の要因分析 

（１）雪害発生要因の検討 

３章の調査結果および「吹きだまり」、「雪

庇」に関する既往研究から 4-1)～4-4)、北海道な

ど積雪寒冷地に建つ建築物の雪害発生には吹

雪の発生と降雪が大きく影響していることが

明らかである。更には、吹雪による問題発生

には地表面粗度も関連していることが示唆さ

れている。以上の知見から、雪害発生の要因

として「吹雪の発生」、「降積雪」、「地表面粗

度」の 3 項目を挙げることができる。この他

にも複数の小さな要因が影響していることが

推測されるが、ここでは、基礎的検討段階で

あること、汎用性とデータ取得の簡便性を考

慮し、最も影響が大きいと考えられるこの 3

項目を指標として分析と検討を進める。 

 
（２）分析対象 

分析に用いる資料は、3 章で分析対象とし

た道内全市町村を対象とした雪の問題に関す

るアンケート調査 4-5)で回収した調査票であ

る。本調査は 96%(204/212)の回収率が得られ

ており、全道的な傾向を評価することが可能

である。本資料の詳細については参考文献を

参照されたい 4-5)。 

分析対象とする市町村については、風およ

び積雪などの気象データと雪害発生の関連を

調べる必要があるため、気象庁のアメダスに

より平均風速および積雪深の観測が行われて

いる市町村を対象とし、調査票が回収された

市町村で該当するのは 86 ある。 

 
（３）気象データ 

分析に用いる気象データは、各市町村にお

ける例年の冬季の状況を想定し、気象庁がま

とめた「平年値(統計期間 1971～2000 年)」

を用いた 4-6)。このうち風速および気温につい

ては、日本建築学会荷重指針の雪荷重の設定

における屋根形状係数の算定で用いられてい

る 1、2 月の平均値とした 4-7)。積雪に係わる

データについては、無人観測地点では降雪量

の測定が行われていないことから、「積雪深」

が適当であると判断し 4-8)、各地点における

「年最深積雪深」を用いた。 

分析対象とした市町村の気象データの頻度

分布を図 4-1～4-3 に示す。図 4-1 によれば、

分析対象とした市町村(n=86)の 1、2 月の平

均風速(平年値)は 2～3m/s の範囲が最も多く

38%(33/86)であり、3m/s 未満が 77%(66/86)

を占める。1、2 月の平均気温(平年値)につい

ては(図 4-2)、－8～－6℃の範囲が 33%(28/86 

)と最も多く、－6℃未満が 64%(55/86)を占め

る。年最深積雪深については(図 4-3)、60～

80cm の範囲が 27%(23/86)と最も多く、60cm

以上が 74%(64/86)を占める。以後の分析には、

これらの値を用いた。 
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図 4-1 1、2 月の平均風速(平年値) 
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図 4-2 1、2 月の平均気温(平年値) 
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図 4-3 年最深積雪深(平年値) 

 

（４）吹雪指数の算定 

吹雪は風の作用を受けた雪粒子が移動する

ことにより発生するが、雪は温度により変質

するため、吹雪の発生は、風速のみならず気

温の影響も受ける。雪は一般に気温が高くな

ると粘着性が増し、移動しにくくなる。つま

り、同一の風速であっても気温の違いにより

雪の移動状況が異なる。吹雪の発生は風速と

気温の関数で表され、竹内 4-9)が道内の雪原で

行った野外観測によれば降雪時の吹雪臨界風

速は図 4-4 で示される。図 4-4 における曲線

Ⅰは跳躍粒子による低い吹雪、曲線Ⅱは断続

的な浮遊粒子を伴う吹雪、曲線Ⅲは連続的な

浮遊粒子による高い吹雪を表す。図 4-4 にお

ける風速は地上 10m の値であり、－5℃付近

では、吹雪の発生する臨界風速がおよそ 3.5

～4.0m/s であることがわかる。 

苫米地 4-10)は、図 4-4 の吹雪発生臨界風速

が、吹雪発生時の瞬間的な状況を示しており、

アメダスによる観測で得られる日平均風速な

ど一般的な気象観測データとの対応が困難で

あることから、式(4-1)による吹雪指数(Ur)を

提案した。 

 

Ur=W2/W1       (4-1) 
 

ここで W1 は、図 4-4 の曲線Ⅰで示される

吹雪発生臨界風速曲線(W=ln(80.05+2098.52 

eT))に平均気温(T)を代入して得た吹雪臨界風

速、W2 は当該地域の平均風速を表す。Ur は
気温と風速との関係から得られ、雪質の影響

を含んだ値であるといえる。Ur の値が大き

いほど吹雪が起きやすいことを表す。 

アメダスで観測された平均風速のデータは、

観測地点毎に風速計の設置高さが異なるため、

べき乗則による風速鉛直分布式（4-2）を用い

て均質化した。均質化の方法については、花

図 4-4 吹雪発生臨界風速 4-9) 

W=ln(80.05+2098.52eT) 



 

 

房 4-11)に倣い、べき指数 1/7、地上 10m の値

に換算した。 

分析対象とした市町村(n=86)の吹雪指数の

頻度分布を図 4-5 に示す。最も多いのは、0.4

～0.6 の範囲で 38%(33/86)を占める。指数 1.0

を超える地域は吹雪臨界風速を上回る風速が

恒常的に吹いていると考えられる。本指数は

平均風速を基にしており、風の乱れの影響に

よる風速変動は加味されていないため、今後、

突風率(ガストファクター)を含めた算定法を

検討する必要があると考える。 
α









=

0
0 Z

ZUU Zz
   (4-2) 

Uz：高さ Z(m)の平均風速(m/s)、Uz0：基準高

さ Z0(m)の平均風速(m/s)、α：べき指数 
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図 4-5 対象市町村の吹雪指数の分布 

 

（５）建物密度の算定 

地表面粗度の状況を表す指標の一つに建物

密度(roughness 密度)がある。建物密度は、

対象地域の建物が占める空間密度を表すもの

である。建物密度と地表面粗度の関係に関し

ては、亀井・丸田 4-12)、大熊ら 4-13)が規則的

に配置されたモデルを用いた風洞実験により

検討を行っている。亀井・丸田 4-12)は税務統

計年報と 1/2500 の縮尺図から、大熊ら 4-13)

は都市計画図と現地調査から東京都内の建物

密度の算定を試みている。田村ら 4-14)は自治

体が持つ固定資産税台帳から建物の延床面積

の合計値を求め、当該地域面積との割合から

地方都市の建物密度を算定した。 

この他に丸山 4-15)が航空写真による解析か

ら、中村ら 4-16)が GIS で用いる土地利用数値

情報から都市域の粗度の定量化を行っている。

ここでは、分析対象とする全市町村において

同質のデータが整備されていることを重視し、

固定資産税台帳による建物延床面積に関する

資料を用いた田村 4-14)の手法により建物密度

を求める。建物密度(γ)の算定は式(4-3)によ

る。 

γ=ah/AZ (4-3) 
    
a：建物の総延床面積(k ㎡)、A：当該地域面

積(k ㎡)、h：建物の平均階高(m)、Z：高さ(m) 

 
建物の総延床面積(a)については、各市町村

が集計した課税対象建物の総延床面積(平成

11 年まとめ)とした。当該地域面積(A) につ

いては、国土数値情報の土地利用メッシュ(平

成 9 年整備)から求めた各市町村の建物用地

面積とした 4-17)。建物平均階高(h)は、北海道

における標準的な設計値を考慮し木造 2.7m、

非木造 3.5m とした。Z はγを無次元量とす

るための高さの値であり、亀井・丸田 4-12)に

倣い Z=10m とした。 

分析対象とした市町村の建物密度の頻度分

布を図 4-6 に示す。最も多いのは 0.075～

0.100 の 34%(29/86)であり、0.100 未満が

67%(58/86)を占める。 

 

（６）多変量解析による雪害発生の分析 

1）分析方法 

ここでは、上述した「最深積雪深」、「吹雪

指数」および「建物密度」を説明変数とし、

「建築物における雪の問題発生」を目的変数

とした多変量解析を行う。 

多変量解析の中で目的変数と説明変数の関

係を数式化する手法には「重回帰分析」と「判



 

 

別分析」が挙げられる(表 4-1)4-18)。表 4-1 に

示すように、目的変数が 2 値型のカテゴリー

データで説明変数が数量データの場合には

「判別分析」が適している。 

「判別分析」は、対象とするサンプルが、

どのグループに属するかを予測する手法であ

る。例えば、「良い・悪い」、「合格・不合格」

の判別などである。都市計画分野における判

別要因 4-19)、4-20)、経済分野や医科学分野にお

けるサンプルの判別 4-21)、4-22)、気象現象の発

現条件の検討などで用いられている 4-23)。判

別分析では、グループに分類する際の判別の

適中率と判別に当たって重要度の高い説明変

数を把握することができる。 

ここでは、「最深積雪深」、「吹雪指数」およ

び「建物密度」を説明変数とし、「雪の問題発

生の有無」を目的変数とした判別分析を行う。

つまり、各市町村の気象条件と建物密度を指

標として、建築物における雪問題の発生予測

が行えるかを試みる。併せて、これらの解析

により、説明変数(吹雪指数、最深積雪深、建

物密度)が雪の問題発生に及ぼす影響につい

て検討する。 

 

２)判別分析 

判別に線型関数を用いる場合、P 個の変量
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図 4-6 分析対象とした市町村の建物密度の頻度分布 

目的変数の有無 
データの形態 

解析手法 
目的変数 説明変数 

有り 

数量データ 
数量データ 

重回帰分析 

正準相関分析 

カテゴリーデータ 数量化Ⅰ類 

カテゴリーデータ 
数量データ 判別分析 

カテゴリーデータ 数量化Ⅱ類 

無し  
数量データ 

主成分分析 

因子分析 

数量化Ⅳ類 

カテゴリーデータ 数量化Ⅲ類 

 

表 4-1 多変量解析の分類 



 

 

に対して式(4-4)に示す 1 次結合を作り、この

判別得点により判別を行う。係数 a1、…、ap

の値は、2 群 (雪害の有無)を最も良く判別す

るように定める。 

 

z=a1x1+…+apxp+c  (4-4) 
 

雪の問題発生の有無を目的変数(z)、説明変

数を最深積雪深の平年値(x1)、吹雪指数(x2)、

建物密度(x3)とし、判別分析を行った。2 群(雪

の問題の有無)の等分散性の検定を行い、2 群

の母分散共分散が等しければ、線形判別式で

区分し、等しくなければマハラノビスの平方

距離を用いて判別した 4-24)。なおこれらの分

析には SSRI 社の「エクセル統計」を用いた。 

 
３）説明変数 

分析対象となる市町村と判別分析に用いた

説明変数の一覧を表 4-2 に示す。なお、説明

変数 X1～X3 は単位が不揃いであるため、式

(4-5)により標準化した後、判別分析を行った。 

 

 stdSnnSSnXn )( −=    (4-5) 

Sn：当該地域の値、 nS ：平均値、  

stdSn ：標準偏差 

４)目的変数 

目的変数は雪の問題の発生の有無である。

判別分析の対象とした雪の問題については、

3 章で行ったアンケート調査の結果において

道内の市町村での問題発生数が多い項目とし、

「堆雪スペースの不足」、「積雪による歩行の

支障」、「通路・開口部への雪の吹き込み」、「屋

根上の雪庇の発生」、「開口部前の吹きだまり」

の五つとした。分析対象とした市町村(n=86)

におけるこれらの発生割合は、「堆雪スペース

の不足」が 57%(49/86)、「積雪による歩行の

支障」が 55%(47/86)、「通路・開口部への雪

の吹きこみ」が 50%(43/86)、「開口部前の吹

きだまり」が 42%(36/86)「屋根上の雪庇の発

生」が 43%(37/86)である(図 4-7)。 

 

５）判別分析結果 

 図 4-7 に示す雪問題の発生の有無を目的変

数とし、表 4-2 の値を説明変数として判別分

析を行った結果を表 4-3 に示す。判別の適中

率を見ると、「屋根上の雪庇の発生」が 86.0%

と最も高く、次いで「開口部前の吹きだまり」

83.7%、「通路・開口部への雪の吹き込み」

81.4%、「堆雪スペースの不足」75.6%である。

「積雪による歩行の支障」は他の事象と比べ、

適中率が低く 64.0%である。判別適中率が低

い事象については、他の雪の問題とは異なる

因子が問題発生に影響していると考えられ、

例えば建物個々の要因や他の気象要素が影響

していると推測される。判別適中率の向上に

は説明変数の追加などの検討が必要である。 

それぞれの雪の問題に対する判別係数を見

ると、最深積雪深(x1)は他の説明変数に比べ

判別係数が高い傾向にあり、「開口部への吹き

こみ」を除き、多くの雪の問題に対しての影

響度が大きいことが明らかである。特に「屋

根上の雪庇の発生」では、係数が他の説明変

数に比べ非常に大きい値となっている。吹雪

指数(x2)については、「開口部前の吹きだま

り」、「通路・開口部への吹き込み」での寄与

が大きく、吹雪の発生がこれらの雪の問題に

対して影響が大きいと言える。建物密度(x3)

については、「堆雪スペースの不足」と「開口

部への雪の吹き込み」で比較的高い値を示し

ている。 



 

 

X1 X2 X3 X1 X2 X3

年最深積
雪深(cm)

吹雪指数 建物密度
年最深積
雪深(cm)

吹雪指数 建物密度

1 札幌市 98 0.45 0.30 45 羽幌町 103 0.74 0.06
2 函館市 43 0.58 0.18 46 遠別町 79 0.98 0.06
3 旭川市 90 0.33 0.15 47 天塩町 78 0.97 0.10
4 室蘭市 21 0.84 0.14 48 猿払村 78 1.28 0.09
5 北見市 62 0.36 0.13 49 中頓別町 124 0.37 0.04
6 夕張市 129 0.61 0.05 50 歌登町 138 0.31 0.05
7 岩見沢市 119 0.65 0.12 51 豊富町 96 0.54 0.08
8 網走市 49 0.75 0.12 52 津別町 59 0.38 0.08
9 留萌市 91 1.14 0.11 53 斜里町 103 0.50 0.12

10 苫小牧市 24 0.54 0.17 54 留辺蘂町 51 0.52 0.06
11 稚内市 78 0.94 0.11 55 佐呂間町 75 0.39 0.10
12 美唄市 109 0.48 0.06 56 遠軽町 68 0.38 0.08
13 芦別市 77 0.35 0.07 57 白滝村 75 0.63 0.04
14 紋別市 56 0.76 0.10 58 滝上町 76 0.27 0.05
15 士別市 98 0.29 0.07 59 西興部村 80 0.24 0.04
16 名寄市 99 0.40 0.09 60 雄武町 67 0.74 0.09
17 滝川市 106 0.49 0.10 61 豊浦町 84 0.43 0.06
18 深川市 113 0.65 0.09 62 大滝村 126 0.40 0.14
19 富良野市 69 0.33 0.15 63 白老町 35 0.37 0.09
20 登別市 79 0.59 0.13 64 厚真町 67 0.46 0.09
21 恵庭市 82 0.48 0.19 65 日高町 86 0.27 0.04
22 石狩市 108 0.88 0.19 66 門別町 40 0.59 0.08
23 新篠津村 111 0.74 0.08 67 静内町 20 0.43 0.10
24 厚田村 110 0.95 0.07 68 浦河町 19 0.89 0.07
25 大野町 65 0.46 0.10 69 上士幌町 41 0.43 0.07
26 八雲町 87 0.49 0.11 70 新得町 61 0.44 0.13
27 長万部町 71 0.55 0.08 71 芽室町 63 0.22 0.10
28 江差町 33 0.91 0.08 72 中札内村 95 0.29 0.06
29 厚沢部町 88 0.34 0.06 73 大樹町 86 0.53 0.06
30 熊石町 58 0.43 0.05 74 本別町 35 0.20 0.06
31 今金町 107 0.47 0.09 75 陸別町 54 0.31 0.06
32 寿都町 70 0.62 0.05 76 浦幌町 41 0.46 0.05
33 蘭越町 130 0.51 0.09 77 厚岸町 44 0.64 0.10
34 倶知安町 188 0.55 0.16 78 浜中町 35 0.83 0.11
35 岩内町 140 1.08 0.09 79 標茶町 60 0.32 0.10
36 余市町 133 0.44 0.18 80 弟子屈町 87 0.74 0.13
37 幌加内町 185 0.40 0.08 81 阿寒町 112 0.19 0.12
38 上川町 86 0.33 0.08 82 鶴居村 54 0.39 0.10
39 美瑛町 78 0.36 0.08 83 白糠町 38 0.58 0.13
40 南富良野町 72 0.48 0.06 84 別海町 49 0.42 0.08
41 占冠村 83 0.38 0.10 85 中標津町 63 0.46 0.10
42 和寒町 97 0.32 0.05 86 羅臼町 86 0.48 0.08
43 下川町 120 0.61 0.03 平均 81.0 0.53 0.09
44 美深町 121 0.30 0.06 標準偏差 33.5 0.23 0.04

No. 市町村名 No. 市町村名

表 4-2 分析対象市町村別の説明変数一覧 

有り, 43%

有り, 42%

有り, 50%

有り, 55%
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無し, 57%

無し, 58%

無し, 50%

無し, 45%

無し, 43%
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屋根上の雪庇の発生

開口部前の吹きだまり

通路・開口部への雪の吹きこみ

積雪による歩行の支障

堆雪スペースの不足

図 4-7 分析対象市町村別における雪害の発生割合(n=86) 



 

 

表 4-3 における判別係数を、等分散性検定で

棄却された｢屋根上の雪庇の発生｣を除き式

(4-4)に代入すると、それぞれの雪の問題発生

の判別式は、式(4-6)～(4-9)となる。判別値(Z)

＞0 であれば問題発生、判別値(Z)＜0 であれ

ば問題が起きないと判定される。「屋根上の雪

庇の発生」については、表 4-4 に示す  雪

庇の発生に関する分類別の説明変数の平均 
(x
―

)、分散(Si2)、共分散(Sij)の値から、式(4-10) 
により判別した。 

各判別式の適中率に差があるものの、各市

町村において雪対策実施の判断を行う際に、

このような雪害発生判別式を用いることによ

り、各市町村の雪害リスクの発生を定量的に

予測することが可能になると考える。 

 

堆積スペースの不足の判別式 

  Z1=1.45X1-0.04X2+0.49X3+0.18 (4-6) 
  

積雪による歩行の支障の判別式 

  Z2=0.99X1+0.47X2+0.13X3+0.09 (4-7) 

  
開口部への雪の吹き込みの判別式 

 Z3=0.25X1+1.77X2+0.55X3-0.04 (4-8) 

  
開口部前の吹きだまりの判別式 

  Z4=0.95X1+1.78X2-0.02X3-0.18 (4-9) 
 X1：最深積雪深の標準化値 

X2：吹雪指数の標準化値 

X3：建物密度の標準化値 

 

雪の問題 
等分散性

検定 
適中率(%) 

判別関数式の判別係数 

最深積雪深

(X1) 

吹雪指数

(X2) 

建物密度

(X3) 

定数項

(c) 

堆雪スペース

の不足 
- 75.6 1.45 -0.04 0.49 0.18 

積雪による歩

行の支障 
- 64.0 0.99 0.47 0.13 0.09 

開口部への雪

の吹きこみ 
- 81.4 0.25 1.77 0.55 -0.04 

屋根上の雪庇

の発生 
* 86.0 2.79 0.76 0.26 -0.12 

開口部前の吹

きだまり 
- 83.7 0.95 1.78 0.02 -0.18 

注) *有意水準 5%で棄却 

表 4-3 雪害発生に関する判別分析結果 

群名 X1
―

 X2
―

 X3
―

 SX1
2 SX2

2 SX3
2 SX1X2 SX1X3 SX2X3 

あり 0.67  0.23  0.15  0.60  1.15  1.49  -0.10  0.02  0.06  

なし -0.62  -0.14  -0.04  0.42  0.88  0.61  -0.20  -0.11  -0.11  

 

表 4-4 雪庇発生に関する分類別の説明変数(標準化値)の統計値 
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５．雪害リスク評価手法の検討 

前章で検討を行った「判別分析」は、建築

物における雪害発生の有無を判断する手法で

あるが、そのリスクがどの程度の損失をもた

らすかは定量化できない。すなわち、雪対策

の実施にどの程度の費用を掛けるべきか、予

算措置のための判断を行うには不十分である。

建築物整備における費用便益効果やライフサ

イクルコストの観点からは、過度な雪対策は

避けるべきであり、リスクによる損失に見合

った対策の実施が合理的方法と言える。本章

では、雪害リスクによる損失の定量化につい

て考察と検討を行う。 

 

（１）損失期待値による雪害リスク評価 

１）雪害リスクの定量化 

地震等の自然災害によるリスク評価手法に

よれば、リスク(R)はリスクの発生確率(P)と

リスクによる損失(C)の積(損失期待値)で示

され 5-1)。本研究では、建築物の雪害リスクを

過去の気象データを基にした雪害発生率(P)

とその雪害発生による費用損失(C)の積によ

り算定することとし、式(5-1)で表す。本章で

は、北海道で特に大きな問題となっている吹

雪による雪の問題と雪庇の問題についてリス

クの定量化を試みる。 

 
雪害リスク（Ri）= 雪害発生率（Pi）× 

雪害による損失（Ci） (5-1) 

 

２）雪害の発生条件の設定 

寒冷地である北海道の雪は乾雪であるため、

雪の積もり方は風の影響を受けやすく、風の

強い沿岸部では、屋根上の雪は風により吹き

払われるが、建物周囲をみると局所的に積雪

が多くなる雪の吹きだまりが発生する。一方、

風が弱い地域では、建物周囲に吹きだまりは

見られないものの、屋根上に雪が多く堆積す

るなど雪庇の発生が見られる。 

「雪の吹き込み」を対象とした既往研究に

よれば、日平均風速 2.0m/s を超える地域に

おいて、「雪の吹き込み」の問題が発生してい

る 5-2)。また、「雪庇」が成長する気象環境の

目安は日平均風速が 2.0m/s 以上、日降雪量

が 10cm 以上である 4-4)。吹きだまりの発生に

関しては、老川ら(1999)による立方体モデル

を対象とした屋外観測によれば、日平均風速

4m/s 以上になると建物周囲にウインドスク

U=3.1m

 

U=5.6m

 

写真 5-1 風速による地表面の積雪パターン 4-27) 図 5-1 ウインドスクープ 4-27) 

(U=5.6m/s) 



 

 

ープと呼ばれる馬蹄状の吹き払い域が見られ、

吹きだまりが発生する(写真 5-1、図 5-1) 5-3)。 

このように、吹雪の問題および雪庇の発生

は、日平均風速と日降雪量を指標とすること

により、現象が起きるかの判断が行えること

から、各地域における日平均風速の発生頻度

を整理することにより、雪害の年間発生割合

の算出が行えると考える。 

既往の研究成果を参考に吹雪および雪庇の

問題が発生する風速の「しきい値」を表 5-1

に示す。建設予定地を対象に「しきい値」を

上回る風速の発生率を算出することにより、

該当する雪害のリスクを定量化することが可

能になる。 

 

表 5-1 雪害発生のしきい値 4-4)、 4-26)、 4-27) 

雪害の種類 しきい値 

雪の吹き込み 日平均風速 2m/s 以上 

吹きだまりの発生 日平均風速 4m/s 以上 

雪庇の発生 
日平均風速 2m/s 以上 

日降雪量 10cm 以上 

 

３）雪害発生率 

道内 8 つの気象官署(稚内、留萌、旭川、岩

見沢、札幌、倶知安、帯広、釧路)における過

去 10 年間(1997～2007)の 1 月、2 月の日平

均風速(U) の発生割合および「雪の吹き込み」

発生のしきい値である日平均風速 2m/s 以上

の風速発生率、「吹きだまり」のしきい値であ

る日平均風速 4m/s 以上の風速発生率を図

5-2 に示す。日平均風速(U)の値については、

4 章の風速鉛直分布式（4-2）を用いて、べき

指数 1/7、地上 10m の値に均質化した。 

図 5-2(a)～(h)に示す各地点における日平

均風速(U)が 2m/s 以上になる発生率が「雪の

吹き込み」の発生する確率(P)、4m/s 以上に

なる割合が「吹きだまり」が発生する確率(P)

となる。沿岸地域である(a)稚内、(b)留萌、(h)

釧路は、日平均風速が 2m/s 以上になる割合

が 90%を超え、「雪の吹き込み」の発生率が

極めて高い地域であることが判る。「吹きだま

り」についても同様に、沿岸地域において高

い傾向にある。 

「雪庇」の発生には風速と共に降雪量も関

係する。図 5-3 に 1、2 月の日降雪量(D)の発

生割合を示す。雪庇が発生するしきい値は、

日平均風速 2m/s 以上かつ日降雪量 10cm 以

上であるので、図 5-2 と図 5-3 のデータを整

理し、雪庇が発生する条件に該当する日数の

割合を求めた。求めた割合を雪庇の発生率と

し、表 5-2 に示す。各地点の雪庇の発生率を

見ると、他地点に比べ降雪量の多い(d)岩見沢、

(f)倶知安の発生率が高い。一方、降雪量が比

較的少ない道東地方の(g)帯広、(h)釧路の発生

率は低い。 
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 (h) 釧路 

図 5-2 1,2 月の日平均風速の発生頻度分布(1997～2007) 
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(h) 釧路 

図 5-3 1,2 月の日降雪量の発生頻度分布(1997～2007) 



 

 

４）雪害による損失の算定 

雪害による損失(C)は、各地域の実状と雪の

問題の内容に応じて定める必要がある。例え

ば、雪庇を処理するための屋根雪処理費用、

雪の吹き込みや吹きだまりによる除雪作業量

増加による経費などが想定される。このよう

な除雪に伴う費用の算出が、費用対効果の観

点から評価する上で最も合理的と考える。居

住者の負傷や建物損傷に伴う費用については、

事前に定量化するのが極めて困難であること

からここでは取り扱わないこととする。 

上村・梅村 5-4)～5-6)は新潟県における雪処理

の実態調査から、除雪費用の単価について建

物周囲の除雪費を除雪面積と降雪量で除した

値とし 164 円/(㎡･m)、屋根の雪下ろし作業を

除雪面積と回数で除した値とし 164 円/(㎡･

回)とした。本単価は、新潟県における単価で

あるので、「一人当たり県民雇用者報酬(H17

年度)」5-7)の比 1.1(北海道¥4、627、000／新

潟¥4、165、000)により北海道の単価に修正

すると、除雪単価(Spi)は 180 円/(㎡･m)、屋

根雪処理単価(Spr)は 180 円/(㎡･回)となる。 

吹雪による「雪の吹き込み」や「吹きだま

り」による除雪に関する損失費用(Cs)を求め

る算定式を式(5-2)、「雪庇」の処理など屋根

雪の雪害による損失費用(Cr)の算定式を式

(5-3)に示す。除雪作業に伴う単価は、建築物

の管理者が任意に設定可能であることから、

各市町村の実状に応じた費用損失(C)が算出

できる。 

降雪量(Sf)については、各地点の年平均降

雪量とする。雪庇の発生に伴う雪下ろしの回

数については、既往の雪庇を対象とした屋外

観測結果から 4-4)、雪庇成長時における累積降

雪量(2 日間)の平均は 34cm と求まるので、降

雪量 34cm 毎に雪庇の発生に伴う雪下ろしを

行うこととする。雪庇による雪下ろし回数(D)

の算定は式(5-4)のようになる。 

以上の結果、建設地の年平均降雪量が定ま

ることにより、各建設地の建築物において雪

処理作業が必要とされる 1 ㎡あたりの雪害に

よる一冬の損失費用が算定できる。 

吹雪による雪害の損失費用 

(Cs) =  Sps × As × Sf  (5-2) 

屋根雪の雪害による損失費用 

(Cr) =  Spr × Ai × D  (5-3) 

雪庇発生による雪下ろし回数  

(D)= Sf / 0.34         (5-4) 
Sps：除雪単価(円/(㎡･m))、Spr：屋根雪処理

単価(円/(㎡･回))、As：除雪必要面積(㎡)、Sf：
降雪量(m) 、D：雪下ろし回数(回) 

前述の道内の 8 都市(稚内、留萌、旭川、岩

地点名 データ数(n) 
雪庇発生日数(ns) 

(U≧2，D≧10) 

雪庇発生率 

(ns /n) 

(a)稚内 606 68 11% 

(b)留萌 577 98 17% 

(c)旭川 604 60 10% 

(d)岩見沢 541 129 24% 

(e)札幌 589 68 12% 

(f)倶知安 612 187 31% 

(g)帯広 319 12 4% 

(h)釧路 272 23 8% 

 

表 5-2 各地点における雪庇の発生率 



 

 

見沢、札幌、倶知安、帯広、釧路)を対象とし

て雪害による一冬の損失費用の算定結果を表

5-3 に示す。年平均降雪量は気象庁がまとめ

た平年値による。吹雪による雪害の損失費用

は式(5-2)、雪庇の発生による雪下ろし回数は

式(5-4)、損失費用は式(5-3)による。降雪量が

多いほど、雪害による年間の損失費用が多い

結果となっており、その差は最も多い「倶知

安」と最も少ない「釧路」では、およそ 3.7

倍の開きがある。 

 

４）道内各都市の建築物の雪害リスクの算定 

式(5-1)、図 5-2、表 5-2、表 5-3 より道内各

都市の建築物における「吹雪による雪害リス

ク」と「雪庇によるリスク」を算定すると表

5-4 のようになる。雪害リスク(R)は、各都市

の建築物が一冬に被る雪害による損失の期待

値であり、雪処理が必要とされる 1 ㎡あたり

の値である。表 5-4 より各都市の「雪の吹き

込みのリスク」、「吹きだまりのリスク」、「雪

庇のリスク」に関して除雪面積を変数として

比較したものを図 5-3～5-5 に示す。各グラフ

の横軸は必要除雪面積(㎡)、縦軸はリスクの

大きさ(千円)である。 

 図 5-3 により「雪の吹き込みのリスク」に

ついて見ると、降雪量が比較的多く、風の強

い留萌および稚内と降雪量が多い倶知安、岩

見沢でリスクが高い。沿岸部で風が強いもの

の降雪の少ない釧路と降雪量が比較的多いが

風の弱い旭川ではリスクが小さい。リスクが

最も大きい留萌と最もリスクが小さい帯広を

比較すると、約 7 倍の開きがある。 

 「吹きだまりのリスク」については(図 5-4)、

最もリスクが高いのは留萌で、続いて稚内で

ある。「雪の吹き込み」と異なり、この 2 都

市と他の都市との差が大きい。稚内と倶知安

は「雪の吹き込みのリスク」は同程度であっ

たが、「吹きだまりのリスク」については、2

倍程度の開きがある。このように、吹雪を原

因とする雪害リスクは、風と降雪量の両者が

大きく影響していることが判る。 

 「雪庇によるリスク」を見ると(図 5-5)、最

もリスクが高いのは倶知安で次いで岩見沢で

あり、降雪量が多い地域でリスクが極めて高

くなることがうかがえる。一方、降雪量の少

ない道東の都市は、他の都市と比べリスクが

地点名 
年平均降雪量 

(m) 

吹雪による雪害の 

損失費用(円/㎡) 

雪庇の発生 

雪下ろし 

回数 

損失費用(円/

㎡) 

稚内 6.97 1254．6 20.5 3690.0 

留萌 7.36 1324.8 21.6 3888.0 

旭川 7.56 1360.8 22.2 3996.0 

岩見沢 7.94 1429.2 23.4 4212.0 

札幌 6.30 1134.0 18.5 3330.0 

倶知安 11.35 2043.0 33.5 6030 

帯広 2.14 385.2 6.3 1134 

釧路 1.87 336.6 5.5 990 

 

表 5-3 雪害による損失費用（C） 



 

 

低い地域と言える。 

図 5-3～5-5 に示すように、建築物の必要除

雪面積が増えることにより、雪害リスクが増

大する。このようなことから、建築的雪対策

を実施し必要除雪面積を減らすことによりリ

スクの低減が大幅に図られると考える。雪の

問題は自然現象に起因するため発生率をゼロ

にするのは極めて困難であることから、建築

物における雪対策は、雪害による損失を低減

することを主眼に選定すべきである。すなわ

ち、除雪面積を出来るだけ少なくする建築計

画による雪対策や雪庇の発生による雪下ろし

回数を減らす雪庇対策の実施が効果的である

と考える。 
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図 5-3 道内各都市の雪の吹き込みのリスク 
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図 5-4 道内各都市の吹きだまりのリスク 
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図 5-5 道内各都市の雪庇のリスク 

 

 

表 5-4 道内各都市における建築物の雪害リスク(円/㎡) 

地点名 
吹雪による雪害のリスク 

雪庇によるリスク 
雪の吹き込み 吹きだまり 

稚内 1191.9 577.1 405.9 

留萌 1311.6 1006 661.0 

旭川 394.6 40.8 399.6 

岩見沢 1100.5 228.7 1010.9 

札幌 612.4 90.7 399.6 

倶知安 1205.4 224.7 1869.3 

帯広 177.2 46.2 45.4 

釧路 316.4 111.1 79.2 

 



 

 

（５）ライフサイクルコストによる雪害リス

ク評価 

前述のように、建築物における雪害リスク

は複数の雪の問題によるリスクにより成り立

っており、建築物の雪害リスク(R)は、式(5-5)

により個々の雪の問題によるリスクを合算す

ることにより求められる(図 5-6)。 

 
建築物の雪害リスク 

∑ ∑
= =

×==
n

i

n

i
iii CPRR

1 1
)(    (5-5) 

 
さらに、式(5-5)により合算した雪害リスク

(R)と建築物の供用年数との積である式(5-6)

が、その建築物のライフサイクルコスト

(LCC)の観点による雪害リスク LCC(R)とな

る 5-1)。 

LCC における雪害リスク 

∑ ∑
= =

××=×=
n

i

n

i
iii TCPTRRLCC

1 1
)()()(  

(5-6) 
LCC(R)：ライフサイクルコストにおける雪害

リスク、 T：建物供用年数 

 
一般に建築物の耐用年数は、耐火構造 70

年、準耐火構造 45 年（簡易耐火構造で 2 階

建てのものを含む）、木造 30 年（簡易耐火構

造で平家建てのものを含む）となっており、

供用年数が進むにつれ、雪害によるリスクも

増加することから、耐用年数に応じたリスク

低減策を選定する必要がある(図 5-7)。 

ライフサイクルコスト(LCC)の観点からの

雪害リスク評価と雪対策の選定に関する試算

例を図 5-8 に示す。試算では、札幌市の「雪

の吹き込みのリスク」を対象とし、「無対策」、

「ロードヒーティング」、「建築的雪対策(A)」、

「建築的雪対策(B)」の比較を行った。 

「無対策」については、対策が未実施であ

るので毎年の問題発生による損失コストの積

算量となる。「ロードヒーティング」について

は、導入コストおよびランニングコストであ

り、「雪の吹き込み」による損失の発生はゼロ

とした。導入コストを灯油ボイラーのロード

ヒーティングの市場販売価格から 20、000 円

/㎡ 5-8)、灯油価格を 78 円/L(2007 年 1 月時)

とした 5-9)。灯油の消費量については、札幌市

の冬季の降水量を気象庁の平年値から

400mm5-10)、雪の潜熱 80kcal/kg、ロードヒ

ーティングの効率 0.2、ボイラーの効率 0.8、

灯油の発熱量 8900kcal/L とし算出した 5-11)。

その結果、一冬の灯油の消費量は 22.5Ｌ/㎡と

なった。 

「建築的雪対策(A)」は、「雪の吹き込み」

による損失を 80%低減する効果があるが、15、

000 円/㎡の整備費用を必要とする導入コス

トが比較的高い雪対策とし、「建築的雪対策

(B)」については、5、000 円/㎡の整備費用で

済むが、「雪の吹き込み」による損失の低減効

果が 50%である雪対策として試算した。 

図 5-8 から「無対策」とそれぞれの雪対策

について、供用年数の経過とコストの増加量

の関係を比較すると、「ロードヒーティング」

については、「雪の吹き込み」による問題が全

て解決されるものの、コストが極めて高い結

果となる。「建築的雪対策(A)」については、

木造の建築物の耐用年数である 30 年で「無

対策」と同額になり、その後は雪対策整備の

費用対効果が高くなる。「建築的雪対策(B)」

については、供用年数 20 年で「雪の吹き込

み(無対策)」による損失と同額になるなど、

供用年数 50 年以下では最も経済的である。 

一方、供用年数が 50 年を過ぎると、「建築

的雪対策(A)」のコストが最も低くなる結果と

なる。このことは、耐用年数が 45 年である

準耐火構造の建築物までは、「建築的雪対策

(B)」が LCC の観点から最も費用対効果が高



 

 

く、耐用年数 70 年の耐火構造になると「建

築的雪対策(A)」が有利であると判断できる。 

建築物の建設管理を行う地方自治体にとって、

総費用が少ないほど経済的であると判断でき

ることから、このようなライフサイクルコス

トの観点から雪対策の費用対効果を評価する

ことにより、合理的な施策の実施が可能にな

ると考える。 
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５）雪害リスク評価の検討フロー 

 本項では、これまで検討を行った「雪害発

生の判別分析」と「雪害リスク評価」につい

て、実際の建築物整備計画においてどのよう

に活用するのかを述べる。建築物整備計画に

おける雪害リスク評価の検討フローを図 5-9

に示す。検討の流れを以下に述べる。新たな

建築物の立地場所および建設条件が定まった

段階で、建設地の気象および建物の立地状況

に関する統計データを用いて「雪害発生の判

別分析」を行い、建設地においてどのような

雪害が発生するリスクが高いのかを把握する。

既に、雪害の種類が判明している際には省略

することも可能である。 

次に、発生が予想された雪害に対して、「雪害

リスク評価」を行い、損失期待値を算定する。

建築物管理者は、雪害リスクの大きさに応じ

て、雪対策の実施に関する判断を行う。雪対

策を実施する際には、ライフサイクルコスト

および費用対効果の観点から選定を行う。 
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６．まとめ 

本研究では、雪国に建つ建築物を対象に、

雪害によるリスクの評価手法を検討し、これ

まで検討されていない雪害リスクマネジメン

トを構築した。研究結果を以下に要約する。 

 

1) 豪雪地帯の市町村を対象としたアンケ

ート調査の結果、雪害の内容は地域およ

び気象条件によって異なることが明ら

かになった。 

2) 北海道における現状分析結果を対象に

各市町村の最深積雪深、吹雪指数および

建物密度を説明変数とした雪害発生の

判別分析を行い、建築物の雪害発生を確

率的手法により判別できることを示し

た。 

3) 損失期待値による雪害リスク評価法を

検討し、気象データの分析から雪害の発

生率を求め、降雪量により雪害による損

失を算定することにより、雪害によるリ

スクを定量化できることを示した。また、

道内主要都市を対象に雪害リスクの試

算を行った。 

4) ライフサイクルコストの観点による雪

害リスク評価を行うことにより、建築物

整備において費用対効果の高い雪対策

の選定が行えることを示した。 

5) 雪害リスク評価手法を実際の建築物計

画で活用するための「雪害リスク評価フ

ロー」を示した。 

 
今後、本研究結果の精緻化と実務での応用

に向けた検討を引き続き進める予定である。 
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